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株 主 各 位
　

愛媛県宇和島市津島町北灘甲88-1

ベルグアース株式会社
代表取締役社長 山 口 一 彦

　

第19期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第19期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否のご表示をいただき、2020年１月29日（水曜日）午後

５時までに到着するよう、ご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

１. 日 時 2020年１月30日（木曜日）午前10時

（受付開始 午前９時）

２. 場 所 愛媛県宇和島市錦町10-1

ＪＲホテルクレメント宇和島 ２階「クレメントホール」

３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第19期（2018年11月１日から2019年10月31日まで）事業報

告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結

計算書類監査結果報告の件

２．第19期（2018年11月１日から2019年10月31日まで）計算書

類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 補欠監査役１名選任の件

第３号議案 会計監査人選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。また、資源節約のため、この「招集通知」をご持参くださいますようお願

い申し上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類並びに連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ

ット上の当社ウェブサイト（http://www.bergearth.co.jp/）に掲載させていただきます。
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(添 付 書 類)

事 業 報 告

（2018年11月１日から
2019年10月31日まで）

　
１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、雇用情勢や所得環境の改善などを背

景に、緩やかな景気回復基調で推移しておりましたが、消費税増税に伴う景気

懸念、日韓関係の悪化、自然災害による国内企業への影響など様々な問題も抱

えております。また、米国と中国との貿易摩擦の長期化など海外経済の日本経

済に与える影響についても注視する必要があります。

農業界では、隣国中国における農業振興の観点から農業構造改革が急速に進

み、政策的に企業参入を中心とした大規模化・集約化・機械化等の近代農業を

推し進めております。特に野菜生産における種子・苗に対する注目が高まり、

日本の技術への関心は強まりを見せており当社グループの追い風となっており

ます。

日本農業を取り巻く環境は、近年、農業構図の変化により農業生産法人等の

台頭が目覚しく、高収入作物の導入、農作物の輸出等新しい農業が各地で展開

されています。また、ＡＩやＩｏＴ、ロボット等の新技術が進展する中で、農

業分野においても新技術を駆使したスマート農業の実現に向けて様々な取り組

みが行われており、当社においてもＩＴを活用した農業やロボット開発に携わ

るなど農業の未来に向けた取り組みを行っております。一方では、中山間地域

をはじめとする農村地区での急激な人口減少、日本国内の食料消費の縮小、農

業従事者の高齢化や人手不足など従来からの問題も含め課題は多く残っており

ます。また、2019年は相次ぐ台風による一連の豪雨・暴風・河川の氾濫による

自然災害の発生により、関東地方を中心に人的・物的被害があったほか農業関

連でも甚大な被害が発生いたしました。従来からの厳しい農業環境に加え、近

年は異常気象が相次ぐ中、予想困難な自然環境と向き合い人々の食と暮らしに

寄与する農業を支えることの重要性は高まっております。

このような農業環境の中、当社グループは成長戦略として掲げる「全国農場

展開」「多角化・多品目化」「グローバル化」の基、品質の改善やサービスの向

上を目指し事業拡大に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,885,559千円(前期比4.0％増)、

営業利益72,684千円(前期比432.8％増)となりました。一方、関連会社の持分法

による投資損失が拡大したことにより、経常利益31,912千円(前期比9.0％増)、

親会社株主に帰属する当期純損失3,767千円(前期は親会社株主に帰属する当期

純利益29,212千円)となりました。

― 2 ―

2019年12月24日 16時15分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、セグメントの売上高に

つきましては、外部顧客への売上高を記載しております。

① 野菜苗生産販売事業

当事業部門におきましては、自社農場の生産設備増設等に伴う生産供給体制

の強化、チャーターや自社便を利用することによる配送方法の改善及び営業推

進強化により、閑散期（11～１月）受注拡大に取り組んできました茨城県内向

けのメロン苗等、ホームセンター向けの玉ねぎ苗や花苗等の受注拡大に加え、

育苗業者向けのトマト、キュウリ等の当社オリジナルのヌードメイク苗やセル

苗の需要の増加、品質を評価されたことによるメロン、スイカ苗の受注増など

順調に売上が推移いたしました。また、2019年７月に株式会社長野セルトップ

より花苗育苗事業を譲受け、新たに花苗の生産・販売を開始し売上拡大に繋が

りました。一方で、生産者の高齢化等により生産規模の縮小が進み競業他社と

の受注競争も増しているため、グループ一丸となり品質の安定化を第一に新た

なサービスや商品の提案に取り組んでまいります。

損益面におきましては、生産量増加による人件費や原材料費等が増加する中、

配送費の値上による負担は特に増加傾向にありますが、当社では、チャーター

便や自社配送の利用、生産者に近い農場で二次育苗を行うことにより配送コス

トの増加を抑えることができました。また、ベルグ福島株式会社の生産能力の

拡大や茨城農場の生産設備拡充、全国各地のパートナー農場との連携により生

産効率が向上し利益改善に繋がりました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,777,203千円(前期比3.8％増)、

セグメント利益(営業利益)499,894千円(前期比17.0％増)となりました。
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② 農業・園芸用タネ資材販売事業

当事業部門におきましては、海外の種苗会社から優良な品種を選定し、量販

店に対して家庭園芸向けの品種提案、関連会社株式会社むさしのタネの品種を

国内外での販売に向けて積極的に試験を進める等、開発・販売推進を行ったこ

とにより種子売上高28,165千円(前期比25.0％増)となりました。また、培土や

肥料等を含む農業関連資材等につきましては、試作・試験・分析を通じで有益

な情報提供や生産者向けの商品提案を行うなど、将来に繋がる営業推進に取り

組んでおります。

当連結会計年度の業績は、売上高76,587千円(前期比2.1％増)となりました。

一方で、営業拡大に向け営業活動や販売促進費等が増加したことにより、セグ

メント損失(営業損失)5,174千円(前期はセグメント利益3,150千円)となりまし

た。

今後も、様々な商品提案、関連会社での種子の優良品種の改良・開発、各分

野の専門分野との連携による農業関連資材の開発などに積極的に取り組み事業

拡大に努めてまいります。

③ 海外事業

当事業部門におきましては、現在、中国山東省にある子会社にて野菜苗及び

花苗の生産、鉢花(シクラメン)の生産、トマト等の青果物の生産を中心とした

施設園芸、生産技術開発のための試験等を行っておりますが、当期より中国国

内向けに肥料、袋型液肥給液システムを使用した栽培システムの販売を開始し

たことにより売上拡大に繋がりました。更に、育苗に付随した生産技術開発の

ための試験等も行っており、現在は、密閉式育苗施設を試験導入し、中国国内

への販売を目指し栽培マニュアルの確立及び設備の改良を行っております。

当連結会計年度の業績は、売上高29,304千円(前期比58.8％増)、セグメント

損失(営業損失)42,425千円(前期はセグメント損失47,850千円)となりました。

　

④ その他の事業

その他の事業におきましては、貸し農園事業を行っております。貸し農園は

総合園芸店である関連会社ファンガーデン株式会社と隣接しており、事業連携

により家庭園芸向けの苗や資材の商品開発を行うなど相乗効果を得ております。

また、貸し農園事業では家庭園芸での楽しさや収穫体験等による食育活動、農

業を身近に感じることでの食の大切さなど様々な活動を通じて「農業」の魅力

を発信する取り組みも行っております。

当連結会計年度の業績は、売上高2,463千円（前期比24.8％減）、セグメント

損失（営業損失）4,173千円（前期はセグメント損失22,952千円）となりまし

た。
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事業別売上高

区 分

前連結会計年度
(2018年10月期)

当連結会計年度
(2019年10月期)

前期比増減

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

増減率
(％)

野菜苗生産販売事業 4,601,799 98.0 4,777,203 97.8 175,403 3.8

農 業 ･ 園 芸 用 タ ネ
資 材 販 売 事 業

74,981 1.6 76,587 1.6 1,606 2.1

海 外 事 業 18,450 0.4 29,304 0.6 10,854 58.8

そ の 他 の 事 業 3,276 0.0 2,463 0.0 △812 △24.8

合 計 4,698,508 100.0 4,885,559 100.0 187,051 4.0

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は149,754千円であり、その主なも

のは、次のとおりであります。

当連結会計年度中に完成した主要設備

当社 茨城農場における野菜苗生産付帯設備の取得

長野上原農場における花苗生産ハウス設備の取得

　

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度中に、当社の所要資金として、金融機関からの長期借入れに

より300,000千円の調達を行いました。

その他の増資、社債発行等による資金調達は実施しておりません。

(4) 他の会社の事業の譲受けの状況

当社は、2019年７月１日付けで、株式会社長野セルトップより花苗育苗事業

を譲受けました。
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(4) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第16期

(2016年10月期)
第17期

(2017年10月期)
第18期

(2018年10月期)
第19期(当期)
(2019年10月期)

売 上 高 (千円) 4,395,994 4,623,167 4,698,508 4,885,559

経常利益 ( △ 損 失 ) (千円) △91,604 △71,410 29,277 31,912

親会社株主に帰属する当期純利益(△損失) (千円) 13,981 △69,178 29,212 △3,767

１株当たり当期純利益(△損失) (円) 11.01 △54.48 23.01 △2.97

総 資 産 (千円) 3,727,160 3,640,818 3,731,184 3,715,788

純 資 産 (千円) 1,415,959 1,329,123 1,340,236 1,337,675

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 954.54 891.58 906.33 893.83

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第16期

(2016年10月期)
第17期

(2017年10月期)
第18期

(2018年10月期)
第19期(当期)
(2019年10月期)

売 上 高 (千円) 4,374,173 4,604,620 4,683,520 4,857,679

経常利益 ( △ 損 失 ) (千円) 5,075 △22,031 63,515 54,141

当期純利益(△損失) (千円) △34,192 △60,161 40,783 △18,766

１株当たり当期純利益(△損失) (円) △26.93 △47.38 32.12 △14.78

総 資 産 (千円) 3,137,683 3,033,374 3,193,924 3,168,496

純 資 産 (千円) 1,178,540 1,107,948 1,133,826 1,101,649

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 928.16 872.57 892.55 867.24
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(5) 対処すべき課題
当社グループは、「食と暮らしを豊かにする」を経営理念に掲げ、国内外におけ

る農作物をはじめとする食料の安定供給に深く関わる農業の果たす社会的役割に

責任を持ち、下記に掲げた課題に取り組みながら、安定的な成長とグローバルな

事業展開を目指してまいります。

① 全国農場展開における生産能力の拡大及び収益力強化

当社は、愛媛、長野、茨城、福島、岩手に当社グループ農場を展開しておりま

すが、成長戦略の一つである「お客様により近い農場での苗生産」を実現するた

めには、直営農場及び協力企業との農場展開が重要課題となります。

当社グループでは、「北海道・千葉・中部地区・九州地区」を、更なる事業展

開における新たな農場の開設地域としており、新たな農場では、機械化やＩＴ技

術を用いた生産設備を導入することにより、生産能力の拡大とともに、生産の効

率化を目指し収益力の強化を図ります。

② 多品目化による野菜苗生産販売事業における閑散期の利益確保

当社の第１四半期（11月～１月）の業績は、野菜苗生産販売事業の閑散期に当

たり、他の四半期に比べて売上高が減少するため、損失計上が続いております。

また、損失額につきましても、繁忙期の生産能力の拡大等が第１四半期において

は負担となり損失が増加傾向にあります。

本件については、商品開発及び技術開発による新たな商品の提案、パートナー

農場や農業関連企業との連携を強化することで安定的な生産と多様な品種・品目

の苗の供給が可能となり、成長戦略の一つである苗の多品目化に繋がります。

「１品目１億円商品」を目指し、販路並びに売上が拡大することにより閑散期の

利益確保に繋げます。

③ 多角化による事業基盤の強化

当社の主力製品は野菜接ぎ木苗であり、売上高及び利益の大部分に貢献してお

ります。接ぎ木苗の国内需要は購入率は向上しているものの、農業界では農業従

事者の高齢化や人手不足などの課題も多く残っており、長期的な先行きについて

は予測困難な状況にあります。そのため、当社の経営目標である「東証一部上場」

を達成するためには、第２の事業基盤の確立が重要課題の一つと認識しておりま

す。

当社グループでは、関連会社と連携し総合園芸店を活用した販路の拡大、自社

ブランド品種の種子の開発及び新たな商品開発等に加え、日本国内では試作・試

験・分析を通じて有益な情報提供や生産者向けの商品提案を行うなど営業推進に

努め事業拡大を目指してまいります。更に、日本国内の農業関連メーカーとの連

携を高め海外に販路を広めることにより、第２の事業基盤の確立に取り組んでま

いります。
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④ グローバル化の推進及び収益の改善

海外事業につきましては、中国国内での育苗事業や肥料等の仕入販売、生産技

術開発のための試験等を行い、本格的な事業化に向け様々な取り組みを行ってお

りますが、継続的に営業損失を計上しております。

グローバルビジネス展開は当社グループにおける、もっとも重要な成長戦略で

あり、日本国内で培った育苗技術やノウハウを活かした本格的な育苗事業の早期

始動、当社の保有する技術開発を中心とした「メイド・バイ・ジャパン」の取り

組み、国内外の提携企業との連携強化による東アジアを中心とした事業展開を推

し進めることにより、早期に事業基盤を整え黒字化を目指してまいります。

⑤ 事業拡大に向けた人材育成及び組織作り

当社グループの成長戦略である「全国農場展開」・「多角化・多品目化」・「グロ

ーバル化」を実現するためには、優秀な人材の継続的な確保と組織力強化に向け

た組織体制の整備が重要だと考えております。新卒採用を含む積極的な採用活

動、研修制度や人事評価制度の充実を図り、技術・ノウハウを継承し、成長を支

える人材の育成に努めてまいります。
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(6) 親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 子会社の状況

会 社 名 資本金 出資比率 主要な事業内容

ベ ル グ 福 島 株 式 会 社 125,500千円 40.0％ 野菜苗の生産

青島芽福陽園芸有限公司 400千米ドル 62.5％

野菜苗及び花苗の生産・技術開発

鉢花(シクラメン)の生産

野菜(ミニトマト等)の生産

肥料・栽培装置等の販売

③ 持分法適用会社の状況

会 社 名 資本金 出資比率 主要な事業内容

ファンガーデン株式会社 98,000千円 34.9％ 園芸用小売店舗の運営

株式会社むさしのタネ 35,000千円 30.0％ 種子の育種及び販売、研究開発

(7) 主要な事業内容（2019年10月31日現在）

事 業 部 門 事 業 内 容

野 菜 苗 生 産 販 売 事 業 営利農家向け野菜苗及び家庭園芸向け野菜苗の生産販売

農業・園芸用タネ資材
販 売 事 業

農業資材及び農産物等の仕入販売

海 外 事 業
野菜苗及び花苗の生産・技術開発、鉢花(シクラメン)の生産、ミニト
マト等の青果物生産、農業資材等の仕入販売

そ の 他 の 事 業 貸し農園事業

(8) 主要な事業所及び農場（2019年10月31日現在）

① 当社

名 称 所 在 地

本 社 ・ 本 社 農 場 愛媛県宇和島市津島町北灘甲88-1

長 野 横 堰 農 場 長野県東御市新張688-1

長 野 上 原 農 場 長野県東御市新張838-1

い わ て 花 巻 農 場 岩手県花巻市東和町百ノ沢７区166-1

茨 城 農 場 茨城県常陸大宮市上村田2003-2

松 山 農 場 愛媛県松山市南高井町1382-1
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② 子会社

名 称 所 在 地

ベ ル グ 福 島 株 式 会 社 福島県伊達郡川俣町大字羽田曽利田10-1

青島芽福陽園芸有限公司 中華人民共和国山東省青島即墨市移風店鎮郭城路１号

(9) 従業員の状況（2019年10月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

362名 12名増

② 当社の従業員の状況

区 分 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

正 社 員 212名 12名増 35.8歳 6.6年

準 社 員 4名 2名増 51.9歳 11.8年

契 約 社 員 21名 2名減 43.2歳 3.5年

パ ー ト 社 員 57名 1名増 51.5歳 4.9年

合計又は平均 294名 13名増 39.6歳 6.2年

(注) 従業員数は就業人員であり、他社への出向者及び外国人技能実習生(44名)は含んでおりません。

　

(10) 主要な借入先（2019年10月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株式会社日本政策金融公庫 331,710千円

株式会社伊予銀行 313,337千円

株式会社三井住友銀行 197,516千円

農林中央金庫 173,080千円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 166,650千円

株式会社みずほ銀行 118,327千円

(注) 2019年10月31日現在の借入残高が、100,000千円以上の金融機関を記載しております。
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 3,500,000株

(2) 発行済株式の総数 1,269,900株（自己株式247株を含む。）

(3) 株主数 3,165名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

山口 一彦 193,800株 15.26％

株式会社伊予銀行 60,000株 4.72％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 57,800株 4.55％

山口 貴弘 56,500株 4.45％

ＯＡＴアグリオ株式会社 50,000株 3.93％

ベルグアース共栄会 43,600株 3.43％

ベルグアース従業員持株会 38,362株 3.02％

株式会社高知前川種苗 27,000株 2.12％

山口 眞由子 25,000株 1.96％

トキタ種苗株式会社 24,300株 1.91％

(注) 持株比率は、自己株式(247株)を控除して計算しております。

　

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

― 11 ―

2019年12月24日 16時15分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が事業年度末に保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権等

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に当社使用人等に対して職務対価として交付した新株予約権等の

内容の概要

該当事項はありません。

(3) その他の新株予約権等の状況

2016年5月13日開催の取締役会決議による新株予約権

名称 第１回新株予約権

新株予約権の数 720個

保有人数
内 当社取締役

18名
（４名）

目的である株式の種類及び数
内 当社取締役

普通株式 72,000株
（36,000株）

新株予約権の発行価額 700円

新株予約権の行使価額 895円

新株予約権の行使期間 2019年２月１日～2023年６月30日

新株予約権の主な行使条件

①本新株予約権者は、2018年10月期から2020年10月期の
いずれかの期の有価証券報告書に記載される連結損益計
算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算
書）における営業利益が下記（a）乃至（c）に掲げる条
件を満たしている場合、各新株予約権者に割り当てられ
た本新株予約権のうち、下記（a）乃至（c）に掲げる割
合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度とし
て行使することができる。ただし、行使可能な本新株予
約権の数に１個未満の端数が生じる場合には、これを切
り捨てた数とし、国際財務報告基準の適用等により参照
すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途
参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。
（a）175百万円を超過した場合:行使可能割合:30％
（b）200百万円を超過した場合:行使可能割合:60％
（c）250百万円を超過した場合:行使可能割合:100％
②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において
も、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従
業員であることを要する。ただし、任期満了による退
任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認
めた場合は、この限りではない。

（注）取締役４名のうち１名に付与している新株予約権は、取締役就任前に付与され
たものであります。
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名称 第２回新株予約権

新株予約権の数 500個

保有人数
当社代表取締役

１名

目的である株式の種類及び数 普通株式 50,000株

新株予約権の発行価額 100円

新株予約権の行使価額 895円

新株予約権の行使期間 2016年７月１日～2023年６月30日

新株予約権の主な行使条件

割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの

間に東京証券取引所における当社普通株式の普通取引終

値の１ヶ月間 (当日を含む21取引日)の平均値が一度で

も権利行使価額に40％を乗じた価格を下回った場合、新

株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間

の満期日までに行使しなければならないものとする。但

し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではな

い。

(a) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明

した場合

(b) 当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示す

べき重要な事実を適正に開示していなかったことが判明

した場合

(c) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本

新株予約権発行日において前提とされていた事情に大き

な変更が生じた場合

(d) その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害する

と客観的に認められる行為をなした場合
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2019年10月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 山 口 一 彦

ベルグ福島株式会社 取締役
青島芽福陽園芸有限公司 董事長
ファンガーデン株式会社 代表取締役
株式会社むさしのタネ 代表取締役

専 務 取 締 役 山 口 眞 由 子 総務部管掌

常 務 取 締 役 中 越 孝 憲 ベルグ福島株式会社 代表取締役

常 務 取 締 役 薬 師 寺 朝 德 経営管理部管掌

取 締 役 中 平 眞 二 郎

取 締 役 石 田 博 嗣 ＴＢＬ株式会社 代表取締役（司法書士）

常 勤 監 査 役 三 瀬 律 雄 ベルグ福島株式会社 監査役

監 査 役 河 野 喜 久 雄 河野喜久雄税理士事務所 代表（税理士）

監 査 役 笹 山 誠 司

(注) １. 取締役中平眞二郎氏及び石田博嗣氏は、社外取締役であります。
２. 監査役三瀬律雄氏、河野喜久雄氏及び笹山誠司氏は、社外監査役であります。
３. 監査役三瀬律雄氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており

ます。
４. 監査役河野喜久雄氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
５. 常勤監査役は、2019年11月１日付にて笹山誠司氏へ変更になりました。

　

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 8名 63,450千円

( う ち 社 外 取 締 役 ) (2名) (3,150千円)

監 査 役 4名 6,000千円

( う ち 社 外 監 査 役 ) (4名) (6,000千円)

合 計 12名 69,450千円

(注) １. 上記には、第18期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名並びに社外監査役１
名の在任期間中の報酬等を含んでおります。

２. 当事業年度において、社外役員が当社子会社等から受けた役員としての報酬等はありませ
ん。
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(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

該当事項はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 主 な 活 動 内 容

社外取締役 中平 眞二郎
当事業年度開催の取締役会20回中19回に出席し、議案審議等につ
き、金融機関出身者としての見地から必要な発言を行っておりま
す。

社外取締役 石 田 博 嗣
社外取締役就任後開催の取締役会14回中13回に出席し、議案審議
等につき、司法書士として企業法務、コーポレート・ガバナンス
の観点から必要な発言を行っております。

社外監査役 三 瀬 律 雄

当事業年度開催の取締役会20回全てに出席し、幅広い見識から取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言を行っ
ております。また、当事業年度開催の監査役会13回全てに出席し、
監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を
行っております。

社外監査役 河野 喜久雄

当事業年度開催の取締役会20回中17回に出席し、税務の専門家と
しての見地から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための助言・提言を行っております。また、当事業年度開催の監
査役会13回全てに出席し、監査結果についての意見交換、監査に
関する重要事項の協議等を行っております。

社外監査役 笹 山 誠 司

社外監査役就任後開催の取締役会14回全てに出席し、長年に渡り
地方行政に携わった経験と培われた広い知識から取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための助言を行っております。
また、社外監査役就任後開催の監査役会9回全てに出席し、監査結
果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行って
おります。

④ 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契

約に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限

度額となります。
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５．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35,000千円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、
当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実
務指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・配員計
画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計
監査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

　

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合において、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。
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６．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① 役職員の職務が、法令、定款及び社内規程に適合することを確保するため、

「企業行動憲章」を制定し、役職員はこれを遵守する。

② 総務部は、「企業行動憲章」の周知徹底のための活動を行い、内部監査室は、

各部門における法令、定款及び社内規程の遵守状況の監査、問題点の指摘及び

改善策の提案等を行う。

③ 所管取締役及び部長は、コンプライアンス責任者として、担当部門のコンプラ

イアンスを徹底し、重大な法令違反その他法令及び社内規程の違反に関する重

要な事実を発見した場合には、コンプライアンス委員会及び取締役会において

報告する。

④ 内部通報制度の利用を促進し、当社における定款及び社内規程違反、法令違

反、企業行動憲章違反またはそのおそれのある事実の早期発見に努める。

⑤ コンプライアンス委員会は、内部監査室と連携してコンプライアンスの方針、

体制、運営方法を立案するとともに、関係法令等の遵守状況を調査し、問題が

ある場合は原因究明や改善の指示、情報開示に関する審議を行い、再発防止策

を構築する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、事業運営上の重要事項に

関する決裁書類など取締役の職務の執行に必要な文書については、定款及び文

書管理規程等の社内規程に基づき総務部において保存し、取締役及び監査役が

いつでも閲覧することができるよう適切に管理する。

② 企業秘密については、「文書管理規程」及び「情報管理規程」に基づき、機密

性の程度に応じて定める管理基準に従い適切に管理する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理は、「リスク管理規程」に基づき、全社的に一貫した方針の下に、

効果的かつ総合的に実施する。

② 事業部門は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべき

リスクを選定したうえで、具体的な対応方針及び対策を決定し、適切にリスク

管理を実施する。

③ 経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な事項に

ついては、経営会議において十分な審議を行い、特に重要なものについては取

締役会において報告する。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は、月１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、機動的

な意思決定を行う。

② 取締役会は、当社の中期経営目標ならびに年間予算を決定し、その執行状況を

監督する。

③ 取締役は、取締役会で定めた中期経営目標、予算に基づき効率的な職務執行及

び管理を行い、予算の進捗状況については、経営会議で確認し、取締役会に報

告する。

④ 取締役の職務執行状況については、適宜、取締役会に対して報告する。

⑤ 取締役、その他の使用人の職務権限の行使は、「職務権限規程」に基づき適正

かつ効率的に行う。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 「企業行動憲章」に基づいた業務遂行のための日常的な情報の共有を行うとと

もに、遵法体制その他の業務の適正を確保するための体制の強化を行う。

② 内部監査室及び監査役は、業務の適正の確保のため、監査に関して意見交換等

を行い、連携をはかる。

③ 当社及び子会社の財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他

適用のある国内外の法令に基づき、評価、維持、改善等を行う。

④ 当社及び子会社は、業務の適正化及び効率化の観点から、業務プロセスの改善

及び標準化に努める。

⑤ 当社及び子会社の各部門は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽

制、日常的モニタリング等を実施し、財務報告の適正性の確保に努める。

⑥ 子会社の重要事項については、「関係会社管理規程」に基づき、当社への事前

承認を求めるとともに、子会社に当社役員を配置して子会社を管理するととも

に取締役会に報告する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対す

る監査役の指示の実効性に関する事項

① 監査役の職務を補助すべき使用人は、必要に応じてその人員を確保する。

② 当該使用人が監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は、監査役に委嘱され

たものとして、取締役の指揮命令は受けないものとし、人事考課、異動、懲戒

等については、監査役の承認を要する。
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(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制

① 取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行状況その他

に関する報告を行う。

② 総務部長は、監査役に対して、内部通報制度の運用状況につき定期的に報告

し、取締役に「企業行動憲章」に違反する事実があると認める場合その他緊急

の報告が必要な場合には、直ちに報告する。

③ 重要な決裁書類は、監査役の閲覧に供する。

④ 当社は、取締役及び使用人が監査役への報告を理由として不利な取扱いをする

ことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 代表取締役社長及び内部監査室は、監査役と定期的に意見交換を行う。

② 監査役は、取締役会に出席するほか、経営会議等重要な会議に出席することに

より、重要な報告を受ける体制とする。

③ 監査役は、内部監査室及び外部監査人から定期的に業務監査または会計監査に

関する状況報告を受け、意見交換を行うことにより、監査の有効性、効率性を

高める。

④ 当社は、監査役からその職務の執行について生ずる費用の前払または償還の請

求があった場合には、当該請求に係る費用等が職務執行に必要ないと認められ

た場合を除き、速やかに処理をする。

(9) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当連結会計年度において、取締役会を20回開催し、当社グループにおける経営

課題の把握と対応方針について討議し、業務の適正の確保に努めました。

監査役と会計監査人、内部監査室は適宜情報交換を行っており、内部統制の不

備については是正を求め、是正状況の進捗を確認しております。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。

また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2019年10月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,781,975 流 動 負 債 1,526,852

現 金 及 び 預 金 489,299 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 301,588

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 855,512 電 子 記 録 債 務 249,039

電 子 記 録 債 権 173,628 短 期 借 入 金 400,000

商 品 及 び 製 品 10,473 1年内返済予定の長期借入金 265,919

仕 掛 品 70,045 リ ー ス 債 務 1,387

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 126,598 未 払 金 155,905

そ の 他 58,503 前 受 金 3,739

貸 倒 引 当 金 △2,086 賞 与 引 当 金 54,312

未 払 法 人 税 等 19,758

そ の 他 75,201

固 定 資 産 1,933,813 固 定 負 債 851,260

有 形 固 定 資 産 1,741,338 長 期 借 入 金 688,865

建 物 及 び 構 築 物 1,007,276 リ ー ス 債 務 1,722

機械装置及び運搬具 190,739 繰 延 税 金 負 債 48,974

土 地 512,894 資 産 除 去 債 務 76,671

そ の 他 30,427 持分法適用に伴う負債 30,434

そ の 他 4,591

無 形 固 定 資 産 40,185 負 債 合 計 2,378,112

投資その他の資産 152,289 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 25,790 株 主 資 本 1,135,200

関 係 会 社 株 式 9,022 資 本 金 331,494

関 係 会 社 出 資 金 3,420 資 本 剰 余 金 245,674

保 険 積 立 金 84,971 利 益 剰 余 金 558,430

繰 延 税 金 資 産 13,230 自 己 株 式 △398

そ の 他 15,855 その他の包括利益累計額 △342

その他有価証券評価差額金 △279

為 替 換 算 調 整 勘 定 △63

新 株 予 約 権 554

非 支 配 株 主 持 分 202,263

純 資 産 合 計 1,337,675

資 産 合 計 3,715,788 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,715,788

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年11月１日から
2019年10月31日まで）

（単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,885,559

売 上 原 価 3,589,163

売 上 総 利 益 1,296,395

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,223,711

営 業 利 益 72,684

営 業 外 収 益

受 取 利 息 19

受 取 配 当 金 755

受 取 手 数 料 6,445

補 助 金 収 入 7,277

そ の 他 3,166 17,664

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,614

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 51,781

そ の 他 2,040 58,436

経 常 利 益 31,912

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,538

減 損 損 失 2,290 6,829

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 25,083

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 24,870

法 人 税 等 調 整 額 △9,373 15,497

当 期 純 利 益 9,586

非支配株主に帰属する当期純利益 13,353

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △3,767

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2018年11月１日から
2019年10月31日まで）

（単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 331,494 245,674 574,894 △293 1,151,770

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △12,697 △12,697

親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

△3,767 △3,767

自己株式の取得 △105 △105

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △16,464 △105 △16,569

当 期 末 残 高 331,494 245,674 558,430 △398 1,135,200

　

その他の包括利益累計額
新株予約権

非支配
株主持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 329 △1,327 △997 554 188,910 1,340,236

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △12,697

親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

△3,767

自己株式の取得 △105

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△609 1,264 655 － 13,353 14,008

当 期 変 動 額 合 計 △609 1,264 655 － 13,353 △2,560

当 期 末 残 高 △279 △63 △342 554 202,263 1,337,675

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の状況

連結子会社の数

２社

連結子会社の名称

青島芽福陽園芸有限公司、ベルグ福島株式会社

(2)非連結子会社の状況

非連結子会社の名称

農業会社法人株式会社ＢＪアグロ

連結の範囲から除いた理由

総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)に及ぼす影響が軽微であり、重要性が乏しいため、連結の範囲から除外

しております。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社

持分法を適用した関連会社の数

２社

持分法を適用した関連会社の名称

ファンガーデン株式会社、株式会社むさしのタネ

　

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数

４社

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

農業会社法人株式会社ＢＪアグロ、株式会社九重おひさまファーム

四万十あおぞらファーム株式会社、北京欣璟農業科技有限公司

持分法を適用しない理由

当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金等(持分に見合う額)に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が乏しいため、持分法の適用範

囲から除外しております。

　

― 23 ―

2019年12月24日 16時15分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



３．連結子会社の決算日に関する事項

連結子会社のうち、青島芽福陽園芸有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同社の９月30日を仮決算日とする財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 関連会社株式及び関連会社出資金

移動平均法による原価法
　

② その他有価証券

(a) 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

(b) 時価のないもの

移動平均法による原価法

　

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
　

商品・製品・仕掛品・原材料・貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

　

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～38年

構築物 10～40年

機械及び装置 ７～17年
　

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。
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③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。
　

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年

度に負担すべき支給見込額を計上しております。
　

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産、負債、収益

及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。
　

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)

(連結貸借対照表)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２

月16日)に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法

務省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会計年度の期首から適用しており、

繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示する方法に変更しております。
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(連結貸借対照表に関する注記)

１．担保資産

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 235,854千円

機械装置及び運搬具 3,097千円

土地 344,789千円

計 583,742千円
　

(2) 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 57,468千円

長期借入金 226,882千円

計 284,350千円
　
２．有形固定資産の減価償却累計額 1,788,622千円
　
３．保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

ファンガーデン株式会社（注） 18,870千円

株式会社むさしのタネ 18,694千円

計 37,566千円

（注）債務保証額から持分法適用に伴う負債として計上された金額を控除し

た金額を記載しております。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,269,900株

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

① 配当金の総額 12,697千円

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 10円

④ 基準日 2018年10月31日

⑤ 効力発生日 2019年１月31日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

① 配当金の総額 12,696千円

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 10円

④ 基準日 2019年10月31日

⑤ 効力発生日 2020年１月31日

　

３．当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。)の目的となる株式の種類及び数

普通株式 50,000株
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(金融商品に関する注記)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に野菜苗生産販売事業を行うための設備投資計画に照らし

て、必要な資金を銀行借入により調達しております。なお、デリバティブ取引は

行っておりません。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスク

に晒されております。当該リスクに関しましては、与信管理規程に従い、主要な

取引先ごとの信用状況を定期的に把握し、取引相手ごとに期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

投資有価証券は、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しましては、定期的

に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案

して保有状況を継続的に見直しております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、１年以内の支払期

日であります。借入金は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、

大半は固定金利としております。また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒

されております。当該リスクに関しましては、適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが困難であると認められるものは次表には含まれて

おりません((注２)を参照ください。)。
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 489,299 489,299 ―

(2) 受取手形及び売掛金 855,512 855,512 ―

(3) 電子記録債権 173,628 173,628 ―

(4) 投資有価証券 7,847 7,847 ―

資産計 1,526,288 1,526,288 ―

(1) 支払手形及び買掛金 301,588 301,588 ―

(2) 電子記録債務 249,039 249,039 ―

(3) 短期借入金 400,000 400,000 ―

(4) 未払金 155,905 155,905 ―

(5) 長期借入金（※） 954,785 961,136 6,351

負債計 2,061,317 2,067,669 6,351

※ １年内返済予定の長期借入金を含めております。
(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

　

(4) 投資有価証券
取引所の価格によっております。
　

負債
(1) 支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3) 短期借入金、(4) 未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

　

(5) 長期借入金
元利金合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。
　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 5,942

出資金 12,000

関係会社株式 9,022

関係会社出資金 3,420

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表に
は含めておりません。
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(１株当たり情報に関する注記)

１株当たりの純資産額 893円83銭

１株当たりの当期純損失 2円97銭

　

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

(その他の注記)

(企業結合に関する注記)

当社は、成長戦略の一つとして掲げている「苗事業の多角化・多品目化」の事業展

開に向けて、株式会社長野セルトップが行う花苗育苗事業を譲受けることについて、

2019年６月30日付けで事業譲渡契約を締結し、2019年７月１日付けで当該事業の譲り

受けをいたしました。

１.企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及び譲受事業の内容

被取得企業の名称 株式会社長野セルトップ

事業の内容 トルコギキョウを中心とした花苗育苗事業

（2）企業結合を行った主な理由

当社の培ってきた野菜苗生産技術を活かした花苗生産技術及び生産性の向上を

目指し、サカタのタネと連携することにより、国内花苗事業の発展と更なる事業

の拡大へ繋がるものと判断し、花苗育苗事業を譲り受けることといたしました。

（3）企業結合日

2019年７月１日

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

（5）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、事業を譲り受けるためであります。
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２.連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

2019年７月１日から2019年10月31日まで

３.取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 60,000千円

取得原価 60,000千円

４.発生したのれん金額及び発生原因

（1）発生したのれんの金額

260千円

（2）発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

（3）償却の方法及び償却期間

少額のため全額を一括償却処理しております。

５.企業結合日に受入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 18,977千円

固定資産 40,761千円

資産合計 59,739千円
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貸 借 対 照 表

(2019年10月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,531,176 流 動 負 債 1,405,447

現 金 及 び 預 金 277,944 支 払 手 形 55,766

受 取 手 形 200,519 電 子 記 録 債 務 249,039

電 子 記 録 債 権 173,628 買 掛 金 190,673

売 掛 金 643,212 短 期 借 入 金 400,000

商 品 及 び 製 品 10,415 １年内返済予定の長期借入金 237,359

仕 掛 品 58,840 リ ー ス 債 務 1,387

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 105,809 未 払 金 145,838

前 払 費 用 13,317 未 払 費 用 18,849

そ の 他 65,263 未 払 法 人 税 等 10,815

貸 倒 引 当 金 △17,774 未 払 消 費 税 等 24,407

前 受 金 1,163

固 定 資 産 1,637,320 預 り 金 19,937

有 形 固 定 資 産 1,345,383 賞 与 引 当 金 49,992

建 物 428,786 そ の 他 217

構 築 物 316,943 固 定 負 債 661,399

機 械 及 び 装 置 59,484 長 期 借 入 金 603,185

車 両 運 搬 具 9,515 リ ー ス 債 務 1,722

工 具、 器 具 及 び 備 品 17,758 債 務 保 証 損 失 引 当 金 26,002

土 地 512,894 資 産 除 去 債 務 30,489

無 形 固 定 資 産 40,008 負 債 合 計 2,066,847

特 許 権 33 純 資 産 の 部

借 地 権 35,093 株 主 資 本 1,101,375

商 標 権 581 資 本 金 331,494

ソ フ ト ウ エ ア 3,886 資 本 剰 余 金 241,494

そ の 他 414 資 本 準 備 金 241,494

投資その他の資産 251,927 利 益 剰 余 金 528,785

投 資 有 価 証 券 25,790 そ の 他 利 益 剰 余 金 528,785

関 係 会 社 株 式 109,022 固定資産圧縮積立金 30,147

関 係 会 社 出 資 金 3,420 繰 越 利 益 剰 余 金 498,638

出 資 金 80 自 己 株 式 △398

長 期 前 払 費 用 7,567 評価・換算差額等 △279

保 険 積 立 金 84,971 その他有価証券評価差額金 △279

繰 延 税 金 資 産 13,230 新 株 予 約 権 554

そ の 他 7,846 純 資 産 合 計 1,101,649

資 産 合 計 3,168,496 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,168,496

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2018年11月１日から
2019年10月31日まで）

（単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,857,679

売 上 原 価 3,617,567

売 上 総 利 益 1,240,112

販売費及び一般管理費 1,191,398

営 業 利 益 48,714

営 業 外 収 益

受 取 利 息 13

受 取 配 当 金 754

受 取 手 数 料 6,365

補 助 金 収 入 4,631

そ の 他 3,144 14,909

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,288

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 4,555

そ の 他 638 9,482

経 常 利 益 54,141

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,538

関 係 会 社 株 式 評 価 損 50,999

減 損 損 失 2,290 57,829

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ) △3,687

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,020

法 人 税 等 調 整 額 △1,941 15,078

当 期 純 損 失 ( △ ) △18,766

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2018年11月１日から
2019年10月31日まで）

（単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合 計

その他利益剰余金
利益剰余金

合 計固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 331,494 241,494 241,494 34,792 525,455 560,248

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △12,697 △12,697

当期純損失(△) △18,766 △18,766

固定資産圧縮積立金の取崩 △4,645 4,645 －

自己株式の取得 －

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － △4,645 △26,817 △31,463

当 期 末 残 高 331,494 241,494 241,494 30,147 498,638 528,785

　

株主資本 評価･換算差額等
新株予約権

純資産
合 計自己株式

株主資本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価･換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △293 1,132,943 329 329 554 1,133,826

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △12,697 △12,697

当期純損失(△) △18,766 △18,766

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

自己株式の取得 △105 △105 △105

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△609 △609 － △609

当 期 変 動 額 合 計 △105 △31,568 △609 △609 － △32,177

当 期 末 残 高 △398 1,101,375 △279 △279 554 1,101,649

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社・関連会社株式及び関連会社出資金

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

① 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

② 時価のないもの

移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・仕掛品・原材料・貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法）

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～38年

構築物 10～40年

機械及び装置 ７～17年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。
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(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。

(3) 債務保証損失引当金

関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘

案し、損失負担見込額を計上しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)

(貸借対照表)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２

月16日)に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法

務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度の期首から適用しており、繰

延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示する方法に変更しております。
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(貸借対照表に関する注記)

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物 141,785千円

構築物 94,069千円

機械及び装置 3,097千円

土地 344,789千円

計 583,742千円
　

(2) 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 57,468千円

長期借入金 226,882千円

計 284,350千円

　

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,525,244千円

　

３．保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入金に対して債務保証を行っております。

ベルグ福島株式会社 114,240千円

株式会社むさしのタネ 20,000千円

ファンガーデン株式会社（注） 21,997千円

計 156,237千円

（注）債務保証額から債務保証損失引当金として計上された金額を控除した

金額を記載しております。

　

４．関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 41,284千円

短期金銭債務 32,640千円

　

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 26,921千円

売上原価、販売費及び一般管理費 514,713千円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度末における自己株式の種類及び総数

普通株式 247株
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 15,227千円

未払事業税 2,390千円

未払費用 2,231千円

減損損失 794千円

減価償却費 2,679千円

資産除去債務 9,287千円

関係会社株式評価損 34,933千円

有価証券評価損 4,357千円

営業権(のれん償却) 74千円

関係会社債務保証損失引当金 7,920千円

貸倒引当金 6,293千円

有価証券評価差額金 122千円

その他 5,196千円

小 計 91,509千円

評価性引当額 △63,507千円

繰延税金資産合計 28,001千円

繰延税金負債

資産除去費用 △1,566千円

圧縮積立金 △13,204千円

繰延税金負債合計 △14,771千円

繰延税金資産の純額 13,230千円
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議決権の所有

(被所有)割合(％)
関連当事者との関係 取引内容

取引金額

(千円)
科 目

期末残高

(千円)

子会社 ベルグ福島株式会社
所有

直接40.0％

役員の兼任

当社製品の生産

債務保証(注1) 114,240 － －

製品の仕入（注2） 293,068 買掛金 14,108

製品の生産委託（注2） 225,022 買掛金 11,979

関連会社 ファンガーデン株式会社
所有

直接34.9％

役員の兼任

当社製品の販売
債務保証(注3) 48,000 － －

(注)１．ベルグ福島株式会社の銀行借入に対し債務保証を行ったものであります。
２．製品の仕入及び生産委託は、市場価格に基づいて価格交渉の上、一般的取引条件と同様に
決定しております。

３．ファンガーデン株式会社の銀行借入に対し債務保証を行ったものであります。なお、取引
金額には、債務保証の期末残高を記載しております。当事業年度において4,555千円の債務保
証損失引当金繰入額を計上しており、当事業年度の債務保証損失引当金残高は26,002千円で
あります。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たりの純資産額 867円24銭

１株当たりの当期純損失 14円78銭

　

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

(その他の注記)

(企業結合に関する注記)

連結注記表の「その他の注記（企業結合に関する注記）」に同一の内容を記載してい

るため、注記を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

2019年12月20日

ベルグアース株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 合 弘 泰 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 千 原 徹 也 印

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ベルグアース株式会社の2018年11月１
日から2019年10月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、ベルグアース株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

2019年12月20日

ベルグアース株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 合 弘 泰 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 千 原 徹 也 印

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ベルグアース株式会社の2018年
11月１日から2019年10月31日までの第19期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年11月１日から2019年10月31日までの第19期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年12月23日
ベルグアース株式会社 監査役会
常勤監査役(社外監査役) 笹山 誠司 ㊞
社外監査役 三瀬 律雄 ㊞
社外監査役 河野 喜久雄 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第19期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業環境及び事業の継

続的成長のための内部留保などを総合的に勘案いたしまして、次のとおりとさせ

ていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 10円 総額 12,696,530円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2020年１月31日

　

第２号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選

任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

やました ゆうすけ

山 下 雄 輔
(1944年９月13日)

1972年１月

2003年４月

2003年４月

2011年１月

2012年３月

2012年11月

2015年５月

ダイキ㈱ 入社

同社 代表取締役社長

ＤＣＭＪａｐａｎホールディングス㈱ 代表取締役副社長

当社 社外監査役

学校法人山本学園(現 松山ビジネスカレッジ) 理事長

学校法人松山大学 理事（現任）

㈱リックコーポレーション（現 ㈱タイム）監査役（現任）

324 株

(注) １．補欠監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．山下雄輔氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．山下雄輔氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、企業経営における豊富な経験を当社

の監査に活かしていただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。
４．山下雄輔氏の補欠監査役就任が承認され、選任期間中に監査役となった場合、当社は同氏

との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度
額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。
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第３号議案 会計監査人選任の件

当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本定時株主総会終結の

時をもって任期満了により退任されますので、監査役会の決定に基づき、新たに

えひめ有限責任監査法人を会計監査人に選任することにつき、ご承認をお願いい

たしたいと存じます。

なお、監査役会がえひめ有限責任監査法人を会計監査人の候補とした理由は、

同監査法人は当社の会計監査人に求められている品質管理体制、専門性及び独立

性を有し、当社の会計監査が適切かつ妥当に行われることを確保する体制を整え

ているものと判断したためであります。

会計監査人候補者の概要等は、次のとおりであります。

名 称 えひめ有限責任監査法人

主たる事務所の所在地 愛媛県松山市味酒町２丁目９番地17

沿 革

2004年４月 法人事務所を愛媛県松山市二番町にて設立

2008年７月 法人事務所を愛媛県松山市味酒町へ移転

2009年７月 有限責任監査法人へ移行

2018年10月 社員数10名に増加

2019年３月 上場会社監査準登録事務所に登録

構 成 員 公認会計士23名（内社員10名、非常勤13名）

以 上
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〈メ モ 欄〉
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第19期定時株主総会会場ご案内図

会 場 愛媛県宇和島市錦町10-1

ＪＲホテルクレメント宇和島 ２階「クレメントホール」

交 通

(ＪＲ) ＪＲ宇和島駅 直結

( 車 ) 宇和島道路「宇和島朝日」より約５分

　

　

株主総会終了後、農場見学の機会を予定いたしておりますので、お時間の許す株

主様は、是非お越しくださいますようお願い申し上げます。

2019年12月24日 16時15分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）


